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平成１９年度上半期における年度計画の進捗状況等について 

 

 

１ 平成 19 年度上半期における年度計画の進捗状況について 

（１）項目別の進行状況について 

 

   各所管において 19 年度年度計画の進捗状況を的確に把握していただくとともに、下半

期においても計画が着実に実施されることを目指し、上半期の進捗状況調査を実施した

結果、年度計画 421 項目のうち、「未着手」は 3 項目でした。重要施策の取組状況（別紙

参照）については、全体 33 項目中、今後具体的な取組を要する「検討中」が 7項目あっ

たものの、大半はスケジュールに沿って取組が実施されていることが確認されました。 

 

 

  項   目 
項目

数 

実施

済 

実施

中 

検討

中 

未着

手 

未着手

率 

Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 194 25 144 24 2 1.03%

Ⅱ 地域貢献に関する目標を達成するための取組 12 1 8 3 0 0.00%

Ⅲ 国際化に関する目標を達成するための取組 19 5 8 5 1 5.26%

Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組＊ 131 24 107 5 0 0.00%

Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 54 3 41 9 0 0.00%

Ⅵ 
自己点検・評価、認証評価及び当該状況に係る

情報の提供に関する目標を達成するための取組
4 0 2 2 0 0%

Ⅶ 
その他業務運営に関する重要目標を達成するた

めの取組 
7 2 5 0 0 0%

  全   体 421 60 315 48 3 0.71%

 ＊病院については附属病院・センター病院それぞれでカウントしている項目もあるため。  

 

 

進捗状況 
 ☆実施済→年度計画を達成している 
 ☆実施中→年度内に達成できる見込みがたっている 
 ☆検討中→十分に取り組めておらず、具体的な取組が必要である 
 ☆未着手→調整を含め取組が実施できていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）未着手の項目について 

 

    10 月末現在、着手できていない取組は次の３項目となっています。３項目以外でも取

組に遅れが見られる項目については、下半期のスケジュールの見直し、作成をするなど

適宜調整を行い、年度計画に沿った取組を年度内に着実に実施できるよう取り組む必要

があります。 



19 年度年度計画 理由・今後の対応 

 理系の博士後期課程では、 低１報を出版すること

が、学位規程内規に明記しており、より促進するた

めに、後期課程修了までに国際会議に参加・発表す

る機会を複数回経験するように指導する。そのため

に「国際化推進センター」と協力し、海外派遣の補

助金増額等の確保を行う。【国際総合科学研究科】 

大学院改革プロジェクトで設置の検討

がなされていた理系の新研究科は、教育

の国際化の具体策として計画に入って

いたが、新研究科の開設が平成 21 年 4

月に延期となったため、補助金の増額等

の確保については未着手となった。 

 国際総合科学系は、学科目制を取っているため、コ

ース長、専攻長などの管理職は学部教育・大学院教

育・大学運営をこなす必要があり、そのサポート体

制について検討する。【国際総合科学研究科】 

サポート体制について「秘書やポスド

ク」の人事要望を昨年度に引き続き今年

度も提出しているが、具体的な対策が行

われておらず、引き続き要求していく。

 学内関連部門間の連携を強化し、学内の情報共有化

を図るための広報誌を年２回以上発行する。 

【国際化推進センター】 

担当職員の長期休暇により発行作業が

未着手となっているが、12 月までに１回

目を発行する予定である。 

 

 

２ 中期計画の見直しを要する項目について  

 19 年度は、中期計画の中間年という節目の年度にあたり、後半の３年間で確実に計画を実

施できるよう、スケジュールを見直すとともに、取組を時期や内容、実施の意義といった面

から再度精査し、必要に応じて軌道修正を行っていく必要があります。中期計画の見直しが

必要であると思われる下記４項目については、代替案や今後の対応のあり方について、大学

全体として検討を進めていきます。 

 

 

中期計画 見直しが必要である理由 今後の対応 

【Ⅰ-2-(1)学部教育の内容等に関する目

標を達成するための具体的方策】 

・適切な成績評価等の実施に向け、

GPA(Grade Point Average)の導入を検

討する。（国際総合科学部） 

 

GPA の導入 

17 年度 ～ 21 年度 

検討着手 試験実施 実施  

当初の計画では、GPA 制度の導

入がすなわち適切な成績評価の

実施と捉えられ、実施計画が立て

られていたが、本学の教育体制を

検証したところ、そうした現状と

は言い切れないことが明らかと

なった。よって、中期計画の変更

の必要もあると考えられる。 

GPA の導入には、まず適正な評価を行う

ための授業の到達目標を明確化する必要

がある。学部改革プロジェクトにおいて、

教務電算システムにより、データを収集

すると共に、作業を開始する予定である。

・科目ごとの成績評価の分布を調査 

・学部改革プロジェクトの中で、厳正な

成績評価方法について検討 

【Ⅰ-2-(2)大学院教育の内容等に関する

目標を達成するための具体的方策】 

・横浜市などの行政機関、産業界、地域

住民、NPO・NGO や地域の諸大学、独立

行政法人研究機関などと連携する他、

海外の教育研究機関とも単位互換協定

を締結する。（国際総合科学研究科） 

 

単位互換協定 

17～22 年度 

検討及び実施  

 現在、大学院の組織改編を検討

しており、組織が整備されていな

い中での協定締結は現実的でな

い。 

 また、今後大学院組織の改編を

行う可能性が高いことを考慮す

ると、スケジュールの面において

も、中期計画期間内に協定締結ま

で実施するのは困難であると思

われる。 

 単位互換協定の締結については、大学

院の組織改編がなされ、体制が整備され

た時点で検討を進めることとしたい。 

 大学院においては、単位互換よりも、

研究者や学生の派遣・受け入れを促す学

術交流といった形で協定を締結する方が

実態に即した面もあり、協定を締結する

場合には、その意義や内容について十分

検討する必要がある。 



【Ⅳ-1 安全な医療の提供のための取組】 

・安全性、業務改善など総合的な医療サ

ービスの質について ISO9001 の認証を

受けるための取り組みを行うことによ

り、職員の経営参画意欲の喚起と業務

の標準化・効率化を進める。さらに、

併せて ISO14001 の取得を目指す。 

ISO9001 認証取得 

 H17 H18 H19 H20 H22 

附   準備・一

部取得 

拡

充 
→ 

セ 準

備 

一部

取得 
拡充 → 

病院全

体取得 

ISO14001 の認証取得 

 17 年度 19 年度 

附 

セ 
準備 取得 

 

中期計画ではISOと同じ第三者

評価である病院機能評価につい

ては継続取得となっているが、平

成 17 年 7 月より評価項目の内容

が変更され、審査内容も厳しくな

っている。この病院機能評価と

ISO9001 の審査内容についてはほ

とんどのものが重複している。ま

た、病院機能評価は 5 年、ISO は

3 年ごとの更新になるが、両者を

並行して取得・更新していくこと

は受審に向けた事前準備作業な

ど病院にかかる負担は大きいも

のとなる。 

 

 左記の中期計画にある「職員の経営参

画意欲の喚起と業務の標準化・効率化を

進める」ことについては、病院機能評価

を継続取得する取り組みの中で達成させ

ていく方針に変更することとしたい。 

 また、ISO14001 については、法人全体

の取り組みのなかで、環境管理計画を策

定し取り組む方針に変更することとした

い。 

【Ⅴ-1-(4)施設設備の整備・活用等に関

する目標を達成するための具体的方策】 

・地域環境への負荷を継続的に低減し、

環境保全に向けた取組をより一層明確

にしていくため、ISO14001 を取得する。 

 

ISO14001 の取得 

17 年度 18 年度 19 年度 22 年度 

検討 準備 
取得 

運用 
更新 

 

現状においても市と同等の取

り組みを実施しており、ISO14001

を取得する方法によらなくとも

環境負荷を効果的に低減するこ

とが可能である。このため、ISO

の趣旨をふまえた独自の環境管

理計画を策定して省資源、省エネ

ルギー、それらに伴う事務改善等

に努めることとする。 

12 月   方針変更の確認 

    （評価委員会） 

1～5 月 環境管理計画の策定 

    （環境管理規定、推進体制、改善

目標、改善計画、マニュアル）

 

 環境負荷を軽減する研究及び学生に対

する環境教育を進めるなど大学ならでは

の取組を進めていきます。 

 
《参考》 年度計画におけるＰＤＣＡサイクル 

  

１９年度業務実績報告 

中期計画変更・認可 

２０年度計画策定 

１９年度計画  
２上半期執行状況 

１指摘事項 

4 重要施策 

 

3 中期計画見直し 

１８年度計画 業務実績評価 

Ｐ
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Ｄ

Ａ

 
 


